
○ 都市公園法（昭和三十一年法律七十九号） （抄） 

 

 （定義） 

第二条 この法律において「都市公園」とは、次に掲げる公園又は緑地で、その設置者である地方公共

団体又は国が当該公園又は緑地に設ける公園施設を含むものとする。 

 一 都市計画施設（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第六項に規定する都市計画施設を

いう。次号において同じ。）である公園又は緑地で地方公共団体が設置するもの及び地方公共団体が

同条第二項に規定する都市計画区域内において設置する公園又は緑地 

 二 次に掲げる公園又は緑地で国が設置するもの 

イ 一の都府県の区域を超えるような広域の見地から設置する都市計画施設である公園又は緑地（ロ

に該当するものを除く。） 

ロ 国家的な記念事業として、又は我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用を図るため閣議の

決定を経て設置する都市計画施設である公園又は緑地 

２ この法律において「公園施設」とは、都市公園の効用を全うするため当該都市公園に設けられる次

の各号に掲げる施設をいう。 

一 園路及び広場 

二 植栽、花壇、噴水その他の修景施設で政令で定めるもの 

三 休憩所、ベンチその他の休養施設で政令で定めるもの 

四 ぶらんこ、すべり台、砂場その他の遊戯施設で政令で定めるもの 

五 野球場、陸上競技場、水泳プールその他の運動施設で政令で定めるもの 

六 植物園、動物園、野外劇場その他の教養施設で政令で定めるもの 

七 売店、駐車場、便所その他の便益施設で政令で定めるもの 

八 門、さく、管理事務所その他の管理施設で政令で定めるもの 

九 前各号に掲げるもののほか、都市公園の効用を全うする施設で政令で定めるもの 

３ 略 

 

 （都市公園の管理） 

第二条の三 都市公園の管理は、地方公共団体の設置に係る都市公園にあつては当該地方公共団体が、

国の設置に係る都市公園にあつては国土交通大臣が行う。 

 

 （公園管理者以外の者の公園施設の設置等） 

第五条 第二条の三の規定により都市公園を管理する者（以下「公園管理者」という。）以外の者は、

都市公園に公園施設を設け、又は公園施設を管理しようとするときは、条例（国の設置に係る都市公

園にあつては、国土交通省令）で定める事項を記載した申請書を公園管理者に提出してその許可を受

けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 



２・３ 略  

 

 （都市公園の占用の許可） 

第六条 都市公園に公園施設以外の工作物その他の物件又は施設を設けて都市公園を占用しようとす

るときは、公園管理者の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、占用の目的、占用の期間、占用の場所、工作物その他の物件又

は施設の構造その他条例（国の設置に係る都市公園にあつては、国土交通省令）で定める事項を記載

した申請書を公園管理者に提出しなければならない。 

３ 第一項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項を記載した申

請書を公園管理者に提出してその許可を受けなければならない。ただし、その変更が、条例（国の設

置に係る都市公園にあつては、政令）で定める軽易なものであるときは、この限りでない。 

４ 略 

 

第七条 公園管理者は、前条第一項又は第三項の許可の申請に係る工作物その他の物件又は施設が次の

各号に掲げるものに該当し、都市公園の占用が公衆のその利用に著しい支障を及ぼさず、かつ、必要

やむを得ないと認められるものであつて、政令で定める技術的基準に適合する場合に限り、前条第一

項又は第三項の許可を与えることができる。 

一 電柱、電線、変圧塔その他これらに類するもの 

二 水道管、下水道管、ガス管その他これらに類するもの 

三 通路、鉄道、軌道、公共駐車場その他これらに類する施設で地下に設けられるもの 

四 郵便差出箱、信書便差出箱又は公衆電話所 

五 非常災害に際し災害にかかつた者を収容するため設けられる仮設工作物 

六 競技会、集会、展示会、博覧会その他これらに類する催しのため設けられる仮設工作物 

七 前各号に掲げるもののほか、政令で定める工作物その他の物件又は施設 

 

 （不服申立て） 

第三十四条 地方公共団体である公園管理者（前条第一項の規定により都市公園を設置すべき区域を決

定した地方公共団体を含む。以下この条において同じ。）がした次の各号のいずれかに掲げる処分に

ついて不服のある者は、国土交通大臣に対して審査請求をすることができる。この場合には、当該処

分をした公園管理者である地方公共団体の長に対して異議申立てをすることもできる。 

一 第五条第一項又は第六条第一項若しくは第三項（前条第四項においてこれらの規定を準用する場

合を含む。）の規定による許可又はこれらの規定による許可を与えないこと。 

二 第十条第二項（前条第四項において準用する場合を含む。）の規定による指示 

三 第十三条、第十四条第二項又は第二十八条第四項（前条第四項においてこれらの規定を準用する

場合を含む。）の規定による負担の決定 



四 第二十六条第二項又は第四項（前条第四項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規

定による必要な措置の命令 

五 第二十七条第一項又は第二項（前条第四項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規

定による処分又はこれらの規定による必要な措置の命令 

六 第十二条第一項の規定に相当する条例の規定による許可を与え、又は与えないこと。 

２ 前項後段の規定による異議申立てがあつたときは、公園管理者である地方公共団体の長は、異議申

立てを受理した日から三十日以内に文書をもつて決定しなければならない。 

３ 第五条の二第一項の規定による協議に基づき他の工作物の管理者が公園管理者に代わつてした第

一項各号に掲げる処分又は第十二条第一項の規定による許可を与え、若しくは与えない処分に不服が

ある者は、国土交通大臣及び当該他の工作物に関する主務大臣に対して審査請求をすることができる。

この場合において、都道府県、市町村その他の公共団体である他の工作物の管理者がした処分につい

ては、当該処分をした他の工作物の管理者である公共団体の長に対して異議申立てをすることもでき

る。 

４ 第二項の規定は、前項後段の規定による異議申立てがあつた場合について準用する。 

 


